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籔田:社長の籔田でございます。これより 2022 年 9 月期第 2 四半期決算についてご説明申し上げ

ます。 

 

まず、第 2 四半期決算の全体像を俯瞰いたします。 

22 年 9 月期は中計 2023 の 2 年目で、この上期決算がちょうど折り返し点となります。初年

度に引き続き好調を維持しており、売上高、経常利益、営業利益、いずれも上期として過去最高

となりました。 

詳細は 27 ページに掲載していますが、今年度は会計基準変更に伴いまして、従来以上に売上や

収益の計上が上期に前倒しとなっており、過去トレンドとの比較が難しくなっています。従って、

本日は、会計基準変更の影響を受けない旧基準ベース（これを実質ベースと申し上げます）を中

心にご説明します。 

まず、連結売上高は、前同比 159 億円増の 682 億円、実質ベースでは 47 億円増の 570 億

円です。シンクタンク・コンサルティングサービス（TTC）は、官公庁の AI シミュレーションを含む

大型案件や先端 ICT 案件など、IT サービス（ITS）は、金融・カードが牽引し、両セグメントとも

増収です。 

経常利益は、上期として初めて 100 億円を超えました。実質ベースでも過去最高益です。TTC

は不採算案件の影響を増益で打ち返し、実質ベースで 5 億円増益。ITS は金融・カードの伸長で

7.5 億円の増益です。純利益は、前同比 36 億 4,000 万円増の 77 億 8,000 万円です。実質
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ベースで 20 億 8,000 万円増ですが、これは政策保有株式や子会社株式の売却による増益効

果も含んだものです。 

 

4 ページは、ただ今の内容を連結損益計算書にしたものです。 
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5 ページでは、実態をよくご理解いただけますように、表面の計数と会計基準変更影響を除いた

実質ベースの計数を併記しています。 

右から 3 列目（「実質（旧基準）」）が基準変更の影響を除外した実質ベースの数字です。前述のと

おり、売上、営業利益、経常利益ともに上期として過去最高となりました。 
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6 ページをご覧ください。経常利益の変動要因を前同比でお示ししたものです。 

21 年 9 月期第 2 四半期の経常利益は 64 億円でした。 

まず(a)の会計基準変更による影響額が 22 億円です。これに、(b)の売上増に伴う増収効果な

どで 12 億円が加わっております。 

一方、(c)の販管費等の費用増がありましたが、(d)の営業外収益、主に持分法投資収益によるも

のですが、この(c)と(d)がほぼ相殺する形となりました。 

以上から、経常利益はほぼ(a)と(b)を合計した 35 億円の増益で、100 億円となっています。

基準変更影響を除いた実質ベースでは 12 億円の増益です。 
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続いて、セグメント別の業績をご説明します。まず、シンクタンク・コンサルティングサービス、

TTC です。これは、おおむね三菱総研本体の業績に相当します。 

売上高は、右から 4 列目の基準変更影響 114 億円を除き、右から 3 列目の実質 228 億円、前

同比で 20 億円増の売上となっております。経常利益は、同じく基準変更影響 21 億円を除き、

実質 47 億 7,000 万円、前同比 5 億円増となりました。 

官公庁案件、特に社会課題起点、先端 ICT など、DX 関連の寄与が大きく、売上・利益ともに、実

質で上期として過去最高（一時的要因除く）となっています。 

受注残高も実質前同比で 63 億円のプラス、446 億円と、非常に高い水準に積み上がっていま

す。 
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次に、IT サービス（ITS）です。おおむね三菱総研 DCS グループの業績となります。 

TTC に比べると、基準変更の影響は軽微です。売上高は、実質前同比ベースで 27 億 5,000

万円増の 342 億円、経常利益は、同じく 7 億 5,000 万円増の 29 億 5,000 万円となりまし

た。 

金融・カード分野の寄与が大きく、売上・利益は、実質ベースでも過去最高です。このセグメントの

課題の一つである利益率も、上期では 8%台まで改善してきました。 

受注も金融・カード分野を中心に順調に積み上がっております。受注残高は、実質ベースで 501

億円と、前同比 29 億円プラスとなっております。 
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9 ページは、売上を顧客の業種区分別に示したものです。 

官公庁、金融・カード分野が大きく増加している一方で、一般産業は 1.0%の増加にとどまって

いますが、子会社売却に伴う減収影響を除くと、約 7 億円、5%程度の増加となっています。 
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10 ページは、顧客業種区分別の売上をセグメント別に分解した上で、基準変更の影響も併せて

お示ししたものです。 
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11 ページをご覧ください。上期売上と今期中に売上予定分の受注残高を足し上げたものです。 

後ほどご説明いたしますが、上方修正後の今期業績予想である連結売上高 1,170 億円に対し、

進捗率は 91%となっております。 

前年上期の進捗率 93%を下回っていますが、これは基準変更の影響が大きく、業績予想達成に

向け、順調な受注状況と理解しています。 
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続きまして、2022 年 9 月期業績予想です。 

ただ今ご説明いたしましたとおり、上期業績は売上・利益とも過去最高、受注も順調な積み上が

りを見せています。これを踏まえまして、通期業績を売上で 40 億円、営業利益、経常利益で 5

億円上方修正いたしました。また、期末配当予想も 5 円引き上げます。 
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14 ページは、ただ今の説明を表にしたものです。 
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続きまして、配当予想です。 

当社では、継続的な安定配当を基本に、業績や財務健全性のバランス等も総合的に勘案しつつ、

配当水準の引き上げに努める方針としております。 

この方針にのっとり、先ほどご説明のとおり、中間配当が 60 円、期末配当予想を 5 円引き上げ

て 65 円、年間配当予想は 125 円といたします。 

配当性向は 31.7%となる見込みです。なお、特別利益を除外した配当性向は 36.1%となりま

す。 
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16 ページは、中計 2023 の目標計数とともに、今期の業績予想修正後の見通しを加えてお示

ししたものです。 

最終年度の経常利益 100 億円、ROE10%の達成を引き続き目指してまいります。 
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冒頭申し上げたとおり、この上期決算は 22 年 9 月期の中間決算であると同時に、中計 2023

の中間、折り返し点の決算です。17 ページは、その総括を簡単に行ったものです。上期は、当初

設定した基盤事業、成長事業ともに着実な進捗が見られました。 

業績の牽引役となったのは、官公庁や金融・カードなど、いずれも当社グループの基盤事業です

が、官公庁は AI シミュレーションやセキュリティ、最先端 ICT、デジタル領域の案件寄与が大き

く、民間も金融エネルギー案件など、中計 2023 で目指す領域に沿った案件が牽引役となって

おり、着実に質的な転換が進んでいるものと考えています。 

また、成長事業においても、デジタル地域通貨などの具体的事例が展開しつつある他、MRI・

DCS 連携による成果が、官民の DX 分野などで着実に上がり始めています。 

中計 2023 の進捗を中間的に総括しますと、いわゆる 3 大方針、 

① 社会課題を起点に、その解決を事業で行い、実装まで関わることを目指す VCP 経営、 

② MRI・DCS のグループ中核 2 社に加え、IT を中心としたさまざまな企業と連携を広げ、深

める連結経営、 

③ ポストコロナを見据えた新常態経営 

の３つに沿った基盤づくりが進展してきていると見ています。 
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一方で、事業面の進展とともに課題も顕在化しています。特に事業ポートフォリオに応じた人財

の不足や、事業変革の加速が大きな課題と認識しています。こうした課題に対応し、成長を加速

させるため、成長投資の強化が必要と考えております。 

 

18 ページは、成長投資の考え方をお示ししたものです。 

中計 2023 で掲げた事業計画の実現と、さらには次期中計で持続的な成長を実現するために、

事業から蓄積、創出されるキャッシュを、表に示した 4 分野に重点的に投資する計画です。 

①の人財は、当社グループの成長の源泉となる最大の資源である資産です。必要な人財不足の

解消が最優先の課題と考え、採用強化、キャリア開発機会の倍増、パートナーへの育成出向によ

る事業機会の拡大といった施策を講じてまいります。 

②の研究・提言活動への投資は、中計 2023 の 3 大方針の一つ、VCP 経営における価値連鎖

の起点となる活動を強化するものです。国内外の研究機関・大学、具体的には表の右側に記載し

ているような組織と積極的に共同研究・提言や人財交流を進める予定です。 

③の R&D 投資は、いわゆる新事業開発などのためにアプリケーションや AI エンジン、加えて、

データセンターなど、中大型設備への投資を想定しています。 

④の事業基盤投資ですが、これは出資や JV の設立、M&A など、資本を活用する戦略的投資の

実行により、DX 事業や社会実装事業など、成長事業の加速を目的とするものです。 
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4 月には専任組織のコーポレートベンチャーオフィスを新設し、ベンチャービジネス（VB）、ベンチ

ャーキャピタル（VC）との協業にも一段と注力しています。 

 

19 ページは、成長の柱である DX 事業について、連結ベースの規模感と重点領域をお示しした

ものです。 

MRI、DCS 合算の売上規模は、今年度 300 億円を超える水準に達する見込みです。利益率は

約 15%と、高いレベルにあります。今中計後半から次期中計に向けて、グループの強みを活かせ

る重点領域を中心に、前ページでご説明した成長投資を投下して、市場成長をグループの成長に

取り込んでまいります。 

対象となる重点領域の例として、製造・物流 DX、ビッグデータ解析などを想定しています。 

なお、DX 事業を中心とした事業説明会を、6 月中をめどに開催予定です。その際には、本日の

内容をさらに具体化し、ご説明する予定です。ぜひご参加いただきますよう、お願い申し上げま

す。 
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最後に、上期におけるトピックスをご紹介します。 

まず、サステナビリティ経営の推進です。当社グループでは、この 4 月のプライム市場移行を契

機に、私自身が最高サステナビリティ責任者に就任し、基本方針と推進体制を明確化しました。 

詳細はサイトをご参照いただければと存じますが、マテリアリティや TCFD に沿った気候変動対

応・環境開示を実施しています。 

https://www.mri.co.jp/sustainability/index.html
https://www.mri.co.jp/sustainability/management/materiality.html
https://www.mri.co.jp/sustainability/environment/tcfd.html
https://www.mri.co.jp/sustainability/environment/tcfd.html
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22 ページは、開示したマテリアリティ、重要課題です。 

今後は、PDCA のサイクルを通じて、こうした内容をさらに充実させ、高い水準でサステナビリ

ティ経営を実践してまいります。 
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23 ページでは、デジタル地域通貨サービスをご紹介しています。 

当社での研究開発成果を踏まえ、サービスを開始し、ようやくさまざまな実績を重ねる段階に入

ってきました。サービス内容を Region Ring®としていますが、これは地域通貨の仕組みを使っ

て、地域活性化や SDGs などの取り組みを後押しする効果が期待できるという思いを込めたも

のです。 

先週月曜日に、名古屋で、日本最大規模 218 億円の発行額を予定する電子商品券、金シャチマ

ネーのプラットフォームとして採用された旨、プレスリリースをいたしました。また、DX 事業等の

進展に向け、外部との協業も活発化させています。 
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24 ページでは、4 月に入ってからリリースした 2 件を紹介しています。 

欧州最大のクラウドサービス・プロバイダーである OVHcloud 社との業務提携、および米国の

セキュリティリスクサービス会社である SecurityScorecard 社との提携です。 

いずれも海外の先端的なサービス、技術を日本市場に導入するもので、いずれはアジア太平洋地

域での DX 推進を目指しています。 
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25 ページと 26 ページでは、以上、ご紹介した件も含め、この間リリースした当社および当社グ

ループの取り組みを、DX 関連を中心にご紹介しております。 

 

27 ページは、参考までに、会計基準変更による影響をイメージ図としてお示ししたものです。 

テクニカルな面もございますので、ご不明な点などは、後ほど実務担当者にご質問、お問い合わ

せをいただきますようお願い申し上げます。 

以上で、私からのご説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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質疑応答 

 

質問者 A：質問 2 点。1 点目、今回、修正後計画でも、下期が赤字との見方は不変。下期業績の見方

について、期初と変わった点があれば教えてほしい。 

2 点目。ITS の下期の経常利益率が上期に比べ大幅低下する計画となっている背景は？ 

回 答  ：1 点目、2 点目に共通するが、当社グループの事業特性から、比較的上期に売上が集中し、

下期は受注活動を活発化させる。従って、売上も収益も上期に偏る傾向ある。加えて、会計

基準変更に伴い、上期への集中傾向がより強まった。結果、全体として下期の業績が上期

に比べると低下するように見えてしまっている。 

受注状況は期初計画策定時点で見込んだとおり、比較的堅調。下期業績の見方は期初想定

と特に変更ない。主に基準変更に伴い、下期の赤字がより大きく見えている状況。 

2 点目の ITS（中心は DCS グループ）についても、上期に利益率が高く、下期の利益率が

低いのが例年の傾向。上期は 8%台の利益率となったが、下期は、前年対比で利益率改善

するものの、上期に比べ低いのが実態。 

期初と足元で、若干変わっているのは、人財確保や R&D など、成長投資を当初計画に比

べて少し厚めに張っていこうとしている点。 

また、上期に見込んでいたコストが後ずれして、一部下期にずれ込んでいる。こうした要因

は多少あるが、基本的には MRI、DCS ともに下期見通しは特に大きく変更ない。 

 

質問者 B：会社計画の売上高および利益を上方修正する要因となった案件はどのようなものか。特に

1Q の不採算 8 億円規模をはね返すほどの強い利益率の案件だと思う。可能な限り説明

頂きたい。 

回 答  ：1Q、2Q を通して、官公庁関係では、主に DX やセキュリティ関連分野などで大型案件を

複数受注している。また、民間でも DX 関連、あるいは MRI・DCS の共同受注案件で、比

較的利益率の高い案件を獲得し、売上計上している。これらによって当初想定に比べ、上期

売上・利益が伸長した。 

補足回答：年度をまたぐ案件もあり、官公庁・民間案件で時流に沿ったテーマの案件を遂行している。

単独案件で打ち返したというより、複数案件でカバーする形になった。 

例えば民間でも昨今、カーボンニュートラルといったテーマがあり、さまざまな案件をご用

命いただいた。これらをお客様が今後事業化される際に、当社グループが支援する機会に

していきたい。 
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質問者 C：質問 2 点。1 点目、説明資料 19 ページについて。DX 事業の利益率が 15%なら、計算

上、それ以外の事業の利益率は 3～4%程度となる。これら非 DX の低い利益率の改善は

難しいのか。現状、検討中の施策等はあるか。 

2 点目。同じく 19 ページについて。重点分野に成長投資を行うことで、DX 事業の利益率

が低下する可能性はないか。利益率維持は可能か。 

回 答  ：DX 事業の規模感と利益率は、現時点ではまだ規模感でしかお示しできていない。事業説

明会ではもう少しクリアにご説明できるよう準備中。 

計算上はご指摘とおりだが、あくまで管理会計上の計数のため、いわゆるコーポレート等

のコストセンターの経費など考慮外の要素もある。同じようにそれ以外の事業分野の利益

率も計算すれば 3～4%ということはなく、もう少し高い。 

当然、事業分野による利益率の濃淡はある。利益率の低い事業分野やプロジェクト案件は、

「質的改革」のなかで個別の利益率を上げる取り組みと同時に、より利益率の高い分野に

資源を集中し、全体の利益率を上げていく方向性。 

DX 事業も、足元では 15%内外だが、過去 10%を下回っていたところから上昇している

ので、利益率の高い部分の売上を効率的に増加させている。 

2 つ目の成長投資について、DX 事業では 15%内外の利益率は維持をしたい。従って、成

長投資を行う場合にも、収益性、利益率、リターンなどを吟味・選別していきたい。単純に

量の拡大を追う戦略は取らない。 

 

質問者 D：成長投資について、もう少し具体的にご説明いただきたい。例えば、それぞれの分野にど

の程度投資する予定か。 

回 答  ：18 ページに成長投資を重点的に実施する 4 分野を記載。これまでも重点として挙げてい

たが、あらためて今後の重点領域として示したもの。 

それぞれの規模感は現時点で発表できないものの、過去を振り返ると、毎年のキャッシュ・

フローが蓄積され、この 10 年間で手元キャッシュが 100 億円程度増加した。今後も持続

的利益成長と、株主還元、配当の持続的拡大に努めるが、おそらく毎年 20～30 億円程度

のキャッシュの積み上がりが今後も期待できると考える。 

こうしたキャッシュを原資に、重点 4 分野に投資していきたい。なお、人財投資、研究・提言

投資、R&D 投資などは毎年積み上げていくもの。4 つ目の事業基盤投資はエクイティに計

上される。オーガニックな成長に加えて、機会といい案件があれば、ノンオーガニックな投

資も含めて全体的なキャッシュの範囲で投資を積極化させたい。 

補足回答：人財について補足。中計 2023 策定時に MRI、DCS で 300 名強、1 割程度の人員増を

計画した。1 年半の進捗ふまえ、採用（新卒・中途含む）も積極的に進めている。残る期間で

も、MRI、DCS を含めて、210 名程度は増員したい。 
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当社グループは、大量採用してプロジェクトに投入し、その後はまた次の活用策を考える、

という人財活用の仕方ではない。きちんと人財育成しつつ重要な分野で活躍してもらうこ

とも併せて取り組んでいく。 

当社事業も少しずつ幅が拡大しており、そういう意味で多様な人財を採用し、さらに DX

の成長をしっかり捉えられるよう採用を進めたい。従前もグループとして採用説明会等を

開催していたが、あらためてグループ全体で人財交流なども含め、魅力ある会社として多

数応募いただけるよう、外部との連携含め採用ルート多様化させている。 

 

質問者 E：期初にオフィス改革等を見込むとの説明だったが、その進捗は？ 

回 答  ：全て予定どおり実行済み。永田町の本社ビルに子会社 2 社（ＭＲＡ、ＭＢＳ）を統合した。併

せてコロナ後の新しい働き方を展望した上で、席数を減らす一方で、コミュニケーションス

ペースや会議用の 1 人用のブースを設置するなどした。工事は 1 月で完了、全員が新しい

オフィスで業務中。 

費用はほぼ予定どおりだが、計画よりも若干下振れた。 

補足回答：スペースの有効活用もあるが、オフィスそのもの考え方も変えた。コロナ禍では、出社比率

は概ね 5 割以下程度で推移した。これをふまえ、一定規模確保した業務用のワークスペー

スに、全社でフリーアドレスを採用した。 

空いたスペースには、集まらないと生産性が上がらない働き方、例えばコラボレーションの

ためのスペースを用意した。そうした空間を、より活発に創造的な時間に使っていきたい。

当社の拠点はあまり多くないが、遠隔地とも接続して業務できる環境をさらに整えていく

ので、そういう意味で創造的な時間をつくる拠点として、有効活用したい。 

［了］ 


